
（単位 円）

資　産　の　部 負　債　の　部

流 動 資 産 2,377,331,143 流 動 負 債 1,828,105,994

現 金 及 び 預 金 10,050,732

受 取 手 形 1,551,591,691

売掛金及び契約資産 1,602,926,392 40,000,000

商 品 及 び 製 品 298,841,130 21,168

仕 掛 品 385,000

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 67,989,017

短 期 貸 付 金 90,411,214 30,743,400

未 収 入 金 363,695,536 32,283,300

そ の 他 の 流 動 資 産 11,406,139 1,842,175

貸 倒 引 当 金 9,867,678

81,780,000

固 定 資 産 431,543,107 4,660,920

有形固定資産 28,928,997 6,941,645

建 物 12,201,809 固 定 負 債 201,862,471

機 械 及 び 装 置 145,361,173

車 輌 運 搬 具 69,710 38,619,376

工 具 器 具 備 品 16,637,878 281,922

リ ー ス 資 産 19,600 17,600,000

負 債 合 計 2,029,968,465

無形固定資産 138,555,307

電 話 施 設 他 利 用 権 4,961,724 純　資　産　の　部

ソ フ ト ウ ェ ア 131,283,583 株 主 資 本 778,348,153

ソ フ ト 建 設 仮 勘 定 2,310,000  資　本　金 100,000,000

利益剰余金 678,348,153

投資その他の資産 264,058,803 利　益　準　備　金 25,000,000

投 資 有 価 証 券 6,212,571 その他利益剰余金 653,348,153

子 会 社 株 式 別 途 積 立 金 886,000,000

出 資 金 120,099,745 繰 越 利 益 剰 余 金 -232,651,847

保 証 金 敷 金 137,186,920 評価・換算差額等 557,632

長 期 前 払 費 用 559,565 557,632

会 員 権 2

純資産合計 778,905,785

資　産　合　計 2,808,874,250 負債・純資産合計 2,808,874,250

（注）：当期純利益　　86,189,610円

預 り 保 証 金

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

前 受 金

退 職 給 与 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 繰 延 税 金 負 債

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

仮 受 金

預 り 金

貸 借 対 照 表
(2024年3月31日現在)

支 払 手 形

買 掛 金

1 年 内 長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務



１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。
（１）資産の評価基準及び評価方法
　　①　時価のあるもの
　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によって
　　　　います。）
　　②　時価のないもの
　　　　移動平均法による原価法
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産　　　法人税法の規定による定額法
　　　無形固定資産　　　法人税法の規定による定額法
　　　リ－ス資産　　　　リ－ス期間を耐用年数として残存価格を0とする定額法
（３）引当金の計上基準
　　　貸倒引当金　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
　　　　　　　　　　　法人税法の規定による貸倒実績率により計上するほか、
　　　　　　　　　　　個々の債権の回収可能性を勘案して計上しています。
　　　賞与引当金　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分
　　　　　　　　　　　を計上しています。
　　　退職給付引当金　従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末
　　　　　　　　　　　要支給額により計上しています。
（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　　消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

（５） 収益及び費用の計上基準
　　①　航空チケット等の販売に係る収益は、主にチケットを発券・発送にする
　　　　業務であり、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行
　　　　義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時
　　　　点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足され
　　　　ると判断し、引渡時点で収益を認識しております。
　　②　旅行サービスに係る収益は、主に旅行の企画・催行の業務であり、顧客
　　　　との契約に基づいてサービスを提供する履行義務を負っております。
　　　　当該保守契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、
　　　　履行義務が完了した時点でを認識しております。 
　　　　当社が代理人として航空チケット等の販売に関与している場合には、
　　　　純額で収益を認識しております。 

２. 貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 130,560千円
（２）関係会社に対する金銭債権 201,191千円
（３）関係会社に対する金銭債務 1,276千円

個別注記表


